平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	元風会（室蘭まちづくりネットと合同調査）

	議員名
	金濱　元一

	調査実施年月日
	平成24年2月1日

	調査先　自治体名等
	長野県　飯田市

	調査項目
	＜環境行政＞

●太陽光発電0円設置事業について　●環境配慮型製品認定制度について
＜経済対策＞

●中小企業支援補助金について　●まちなか再生・ＴＭＯ活用について

	調査目的
	・環境産業先進施策の調査
・中小企業支援策とまちなか再生の先進施策　調査

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：105,364人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：658.73ｋ㎡

２　視察内容
●太陽光発電0円設置事業
太陽光発電0円設置事業主体であるおひさま進歩エネルギー㈱原代表取締役にお話をうかがった。
事業の実施主体であるおひさま進歩エネルギー㈱は市民レベルでエネルギーの地産地消を目指し、地域市民のファンドを利用して事業拡大に取り組んでいる。行政との連携により行政施設（保育園・公民館）の屋根に太陽光発電を設置し、発電した電気料金を会社に支払う仕組みを作ることで事業者、行政とも負担なく太陽光発電設置を進めている。さらに０円設置事業では行政だけではなく金融機関との資金協力という連携も図っている。
ファンド事業の成果として０４年度～１０年度までに２１０か所、１４４０ｋｗの太陽光発電を設置し、ファンドに出資した方たちへの配当も出しています。そのほか、ペレットや省エネルギー事業にも取り組み一層のＣＯ2削減に取り組み環境事業として拡大している。
●環境配慮型製品認定制度について
産業経済部工業課工業振興係　若杉主事よりお話をうかがった。

環境配慮型製品認定制度は環境商品を開発したものを市独自で商品を認定しＰＲすることで市内中小企業の活性化、環境への貢献を推進しようという取り組み。平成14年に取り組み始めたものの成果が上がらずそのままになってしまっていたが、平成22年より再度取り組みを検討、活性化し、ＬＥＤを用いた防犯灯を開発し、環境大臣賞を受賞し新たなビジネスチャンスを生みだすという成果を上げている。また三遠南信クラスター事業との連携により中小企業のより活発な交流を促進している。
課題として開発した商品を市が使ってくれるという期待を持たれてしまう誤解に対する配慮、事業のメリットをより分かりやすく伝えることが挙げられた。
●中小企業支援補助金について
産業経済部金融政策室　橋本係長にお話をうかがった。

中小企業支援補助金では中小企業者に対し専門家派遣への補助、経営改善研修への参加補助を行い、経営や企業、技術、情報化等の問題解決を目的としている。事業に取り組んだが予想より利用者が少なく成果はあまり見られなかったことに対し、補助限度額が低く、補助金を利用してまで事業を行おうとはしなかったのではないかと分析されていた。その反省から補助を行うより金融の相談の徹底を図ることが先決と考え、経済部に金融政策室を設置し事業相談体制を強化している。設置場所も庁舎ではなく、より気軽に利用を促すためにまちなかに設置している。
●まちなか再生・ＴＭＯ活用について

TMOである株式会社飯田まちづくりカンパニーの三石取締役よりお話を伺った。

飯田市のまちなか再生は商店主の危機感の高まりから検討会が開かれ平成２年より構想されてきた。検討会が重ねられ平成１３年より地区ごとに市街地再生事業として着工が始まり、現在までに３地区が開発されている。いずれもTMOが主体となり市の付託を受け進められている。開発は市民に愛されているリンゴ並木の周辺を開発地区とすることで親しみやすさを打ち出していた。開発地区に建設されたビルは居住スペース、商業テナント、行政機能、交流拠点などが入る複合施設となっており、ケア付き高齢者共同住宅も建設されている。居住機能を持たせることで再開発での人口の定着、増加を狙っている。また、テナントにチャレンジショップやNPOが入ることでイベントが活発に行われるようになり、まちなか活性の力となっている。



	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	・太陽光発電0円設置事業では市民ベースで事業を運営し、行政は後方支援という形態を駆使し、事業が経済的に自立できていることは大変素晴らしく本市においても実現可能な施策と考えられました。
この事業は市民の思いがまちの未来を作り出している実践的な例。ファンドを用いた手法は負担が少なく拡大循環していくことが見える画期的な方法であり、本事業以外の取り組みにも応用できると考えられ、本市においても今後十分に検討すべき取り組みであると考えられました。
・環境配慮型製品認定制度を行う目的としてあげられる市内中小企業の活性化は本市においても課題としてあげられております。環境産業の活性化への効果的な施策として本市独自の環境製品開発を実行するためには、飯田市の認定制度事業でクラスターのような企業のつながりを強化することが必要だと感じました。今後、現在稼動している室蘭のテクノセンターがより市場に参入できる環境づくりと取り組みがの重要であると考えられました。
・中小企業支援補助金を行っている飯田市同様、本市においても厳しい経済状況の中での中小企業対策は取り組むべき課題であり、飯田市の支援は利用条件に課題があり、その反省として経営補助以前の金融などの経営基盤の情報を提供することが必要と分析し、行政においても積極的に金融政策室を設置するなど施策の評価分析を行い、新たな施策に活かす取り組みにおいては、本市の金融施策の参考にすべき点が多々あり、さらに、金融政策室を庁舎外に設置することでより利用しやすいようにしていく配慮も本市としても参考にしていく必要性を認識いたしました。　　
・まちなか再生・ＴＭＯ活用事例は、本市にとって参考になるものと考える。学校の統廃合などにより閉校した跡地の活用、駅前再開発、耐震化問題など、本市にとって大規模な土地・施設の計画をどう示していくかという課題があり、市長が掲げるコンパクトシティのように居住圏に機能集約を図る取組にたいして飯田市の事例は非常に参考になった。機能集約の為には官民一体で複合施設が欠かせないと考える。飯田市の例をみると開発の主体はTMO。TMO主導だからこそ市民がまちづくりに積極的に参加でき、市民の声が活かされるまちが出来る。行政は市民の取り組みのバックアップをするという理想的な関係を築いている。本市においても市民主導のまちづくり、将来を見越した計画的な開発を飯田市の例を参考に進めていきたい。そのためにも、本市の「沢意識」をどのように考え、事業を集中できる環境づくりの必要性を再認識させていただきました。



